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A． 発明の属する分野の分類（国際特許分類（I PC) ) 

G093 9/04(2006.01)i ; 860T 7/00(2006.01)i; 860T 7/04(2006.01)i; GOSG 1/30(2008.04)i 
Fl: 609B9/04 A; B6017/00 A; 86017/04 Z; GOSG1/30 E 

B. 調査を行った分野 

調査を行った最小限資料（国際特許分類（I PC) ) 

G09B9/04; B60T7/00; B60T7/04; GOSG1/30 

最小限資料以外の資料で調査を行った分野に含まれるもの 

日本国実用新案公報 1922一1996年 

日本国公開実用新案公報 1971 -2024年 

日本国実用新案登録公報 1996 -2024年 
日本国登録実用新案公報 1994 -2024年 

国際調査で使用した電子データべース（データべースの名称、調査に使用した用語） 

C． 関連すると認められる文献 

引用文献の 
カテゴリー＊ 

引用文献名 及びー部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 
関連する 

請求項の番号 

A JP 2015-4834 A（川田順一）08.01.2015 (2015 -01 -08) 1-4 
図1-10 

A 日本国実用新案登録出願4-77595号（ 日本国実用新案登録出願公開6-42492号）の 1-4 
願書に添付した明細書及び図面の内容を記録したのーROM（森浩一）07.06. 1994 
(1994-06-07）図1-6 

A JP 2018-79908 A (森貴宏） 24. 05. 2018 (2018-05 -24) 1-4 
図1-2 

A CN 201881897 II (JIANGXI BONENG SHANGRAO BUS CO., LTD.) 29. 06. 2011 (2011 - 1-4 
06一29) 

図1-8 

A CN 2681939 Y (WANG Dehai) 02.03.2005 (2005 -03-02) 1-4 
図1-4 

A US 2009/0025506 Al (KARPACHEV Boris) 29.01.2009 (2009 -01 -29) 1-4 
図1-14 

ロC 欄の続きにも文献が列挙されている。 V パテントフアミリーに関する別紙を参照。 

引用文献のカテゴリー ‘'1"国際出願日又は優先日後に公表された文献であって出願と抵 
"A'’特に関連のある文献ではなく、一般的技術水準を示すもの 嬰可，ものではなく、発明の原理又は理論の理解のために引 

】I Jr購貫篇紫慧繋蒜鷲‘篇瞥以後に “x”貰‘灘J5 斉te )-,t.Jtt \ r,* :E)c～文献のみで発明の新規性 
"L'’鷲務薪騒離t警驚鷲解製qua "'Y"flZt6t I t6it (i 覧鷲鍵'tflt. ifl4IhQ) 1 J耀fllk,t *-l:t ,t 'ft; t 

付す） y ‘ー“与八ワ司レ句てJuソ 
"0” 口頭による開示、使用、展示等に言及する文献 ‘'&'’ 同一パテントフアミリー文献 

''1
"思獣紫穀燕っ優先権の主張の基礎となる出願の日の 

国際調査を完了したョ 国際調査報告の発送日 

21. 10.2024 05. 11. 2024 

名称及びあて先 権限のある職員（特許庁審査官） 

日本国特許庁（ISVJP) 
〒 100-8915 
日本国 

大谷 謙仁3W 9433 

東京都千代田区霞が関三丁目4番3号 

電話番号03-3581-1101 内線3367 

様式FCT/ ISV210 （第2ページ）(2022年7月） 
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国際調査報告 

パテントフアミリーに関する情報 
国際出願番号 

PG丁ノJP2024/03231 6 

引用文献 公表日 パテントフアミリー文献 公表日 

JP 2015-4834 A 08.01.2015 JP 5382837 Bi 

JP 6-42492 Ui 07.06. 1994 （フアミリーなし） 

JP 2018-79908 A 24. 05. 2018 （フアミリーなし） 

0N 201881897 U 29.06.2011 （フアミリーなし） 

CN 2681939 Y 02. 03. 2005 （フアミリーなし） 

US 2009/0025506 Al 29. 01.2009 （フアミリーなし） 

様式POT! ISV210 （パテントフアミリー用別紙）(2022年7月） 



国際調査機関の見解書 国際出願番号 

PCT/J P2024/032316 

第V欄 
新規性、進歩性及び産業上の利用可能性についてのPOT規則43の2. 1(a)(i）に基づく見解並びにその 
見解を裏付ける文献及び説明 

1.見解 

新規性（め 

進歩性（15) 

産業上の利用可能性（Iめ 

請求項 1-4 

請求項 

請求項 

請求項 

請求項 1-4 

請求項 

有
 
無

有

 
無

有

 
無
 

2，文献及び説明： 

文献1 】 JP 2015-4834 A（川田順一）08. 01. 2015(2015-01-08) 
図1-10 &JP 5382837 Bi 

文献2 】日本国実用新案登録出願4-77595号 （日本国実用新案登録出願公開6-42492号） 
の願書に添付した明細書及び図面の内容を記録したのーROM（森浩一） 
07.06. 1994(1994-06-07) 図1-6（フアミリーなし） 

文献3 : JP 2018-79908 A（森貴宏）24. 05. 2018(2018-05-24) 
図1-2（フアミリーなし） 

文献4 : CN 201881897 U (JIANGXI BONENG SHANGRAO BUS GO., LTD.) 29. 06. 2011(2011-06-29) 
図1-8（フアミリーなし） 

文献5 : CN 2681939 Y (VANG Dehai) 02. 03. 2005(2005-03-02) 
図1-4（フアミリーなし） 

文献6 : US 2009/0025506 Al (KARPACHEV Boris) 29. 01.2009(2009-01-29) 
図1-14（フアミリーなし） 

請求項1ないし4に係る発明は、国際調査報告において提示されたいずれの文献にも記載されて 
おらず、また、当業者にとって自明なものでもなく、新規性及び進歩性を有する。 
特に、請求項1における、 

「前記ブレーキペダル部を踏込むとブレーキが利く状態であるブレーキペダルブレーキ機能状態 
(B-B）を解除するブレーキペダルブレーキ機能状態解除ステップと、前記ブレーキペダルの機能 
を前記自動車又は前記仮想運転装置を加速動作させるアクセル機能であるブレーキペダルアクセル 
機能状態（B -A）にするブレーキペダルアクセル機能状態形成ステップと、を有する」 「ブレーキ 
ペダルの機能切替え方法」 
請求項2における、 

「前記ブレーキペダル部を踏込むとブレーキが利く状態であるブレーキペダルブレーキ機能状態 
(B-B）を解除し、該ブレーキペダルの機能を前記自動車又は前記仮想運転装置を加速動作させ 
るアクセル機能であるブレーキペダルアクセル機能状態（B-A）にする機能切替え部、を備えた」 
「ブレーキペダルの機能切替え装置」 
請求項3における、 

「前記ブレーキペダル部を踏込むとブレーキが利く状態であるブレーキペダルブレーキ機能状態 
(B-B）を解除し、該ブレーキペダルの機能を前記仮想運転装置本体を加速走行又は加速移動さ 
せるアクセル機能であるブレーキペダルアクセル機能状態（B -A）にする機能切替え部と、前記ブ 
レーキペダルアクセル機能状態（B-A）において前記ブレーキペダル部を前記運転席の前記運転者 
が踏込んだときに、前記仮想運転装置本体を前記加速走行又は前記加速移動させるための加速駆動 
装置と、を備えた」 「仮想運転装置」 
については、上記のいずれの文献にも記載されておらず、また、当業者にとって自明なものでもな 
い。 
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